
新たな教育旅行プログラム造成事業業務委託プロポーザル実施要領 

 

１ 目 的 

新学習指導要領の導入により、教育旅行に対する学校のニーズは変化してきているた

め、これらに対応した新しい教育旅行向けプログラムを造成し、本県が教育旅行の目的

地として選ばれるよう魅力向上を図る。 

 

２ 事業の概要 

（１）委託業務名 

新たな教育旅行プログラム造成事業業務 

（２）実施内容 

別紙「新たな教育旅行プログラム造成事業業務委託仕様書」（以下、仕様書）のと

おり 

（３）事業委託期間 

契約締結日から令和５年２月 28日（火）まで 

（４）委託上限額 

2,880千円（消費税額及び地方消費税額を含む。）以内 

 

３ 参加者の資格要件 

参加できる者は、次に掲げる要件を全て充たす者とする。なお、資格要件確認のため、

佐賀県警察本部に照会する場合がある。 

（１）事業目的の達成のために必要な企画・立案・制作に関して、ノウハウや技術を有

していること。 

（２）このプロポーザル及びその後の契約の締結について、不正又は不誠実な行為をし

ないことを誓約できる者であること。 

（３）佐賀県発注の事業に係る入札参加資格停止処分又は指名停止処分を受けている者

ではないこと。 

（４）会社更生法（平成 14年法律第 154号）又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）

に基づき、更生開始手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされている者では

ないこと。 

（５）参加申込書提出の日の６か月前から参加申込書提出の日までの間、金融機関等に

おいて手形又は小切手が不渡りとなった者でないこと。 

（６）佐賀県内に事務所等を所有する者にあっては、県税の滞納がないこと。 

（７）自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者でないこと及び次のイから

キまでのいずれかに掲げる者がその経営に実質的に関与していないこと。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77



号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える

目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又

は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

４ 契約の相手方の決定方法 

（１）事業者の選定 

プロポーザルは、プレゼンテーションにより行うものとする。 

審査員は、別表「審査基準」に従って企画提案書の内容を総合的に審査し、最も

優秀な提案を行ったものを選定する。なお、必要に応じて、参加者へのヒアリング

を別途実施する場合がある。 

（２）選定基準 

別表「審査基準」のとおり 

（３）通知方法 

審査結果は、全ての参加者に通知する。なお、審査の経緯については公表しない。

また、審査内容及び結果についての異議、問合せは一切認めない。 

 

５ 実施スケジュール 

 （１）スケジュール 

公募開始          令和４年６月 17日（金） 

説明会           令和４年６月 22日（水） 

質問書申込締切       令和４年７月 11日（月）17時まで 

    プロポーザル参加申込締切  令和４年７月 11日（月）17時まで（消印有効） 

企画書等の提出期限     令和４年８月５日（金）（必着） 

プロポーザル審査会     令和４年８月第２週頃を予定 

委託業者決定        令和４年８月第３週頃を予定 

（２）公募開始 

令和４年６月 17日（金） 

【ホームページ（あそぼーさが）内観光関係者向けページで公表】 

 



（３）説明会の開催 

開 催 日：令和４年６月 22日（水）13時 30分から 14時 30分まで 

開催場所：佐賀県庁内７階西会議室 

ア 参加受付期間：令和４年６月 21日（火）12時まで 

イ 参 加 方 法：電話、ＦＡＸ、電子メールにより受付可能  

ウ 参加申込先：10の問合せ先と同じ 

（４）質問書の受付・回答 

ア 受付期間：令和４年７月 11日（月）17時まで 

イ 受付方法：質問書（様式第２号）を持参又は、ＦＡＸ、電子メールにより受

付可能。ただし持参以外は、必ず到達確認のため電話連絡をする

こと。 

※電話による質問には回答しない。 

ウ 受付場所：10の問合せ先と同じ 

エ 回答方法：受付期間中に寄せられた質問に対する回答については、７月 27日

（水）までに、質問者に対して電子メールにより連絡する。 

オ 受付期間外の質問は原則受け付けない。 

（５）プロポーザル参加申込書等の提出 

提出期限：令和４年７月 11日（月）17時まで【必着】 

提出方法：持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残る場合に限る） 

提出書類：① プロポーザル参加申込書（様式第１号） 

② 会社概要（様式第３号） 

③ 業務実績（様式第４号） 

④ 誓約書（様式第５号） 

提 出 先：10の問合せ先と同じ 

（６）参加資格の確認参加資格の確認 

提出された参加申込書と関係書類を確認し、その結果を順次、申込者へ電子メー

ルにて通知する。なお、資格要件を満たさなかった者に対しては、参加資格確認結

果通知書にその旨記載することとする。 

（７）企画提案書等の提出及び取扱い 

本プロポーザルの参加資格を得た者は、次により企画提案書等を提出する。 

提出期限：令和４年８月５日（金）17時まで【必着】 

提出方法：様式第６号を添えて、持参又は郵送すること。 

（書留郵便等の配達記録が残る場合に限る。） 

提出書類：① 企画提案書 ６部 

（任意様式にてＡ４両面 10枚まで【表紙・目次を除く】） 

※１社につき１提案に限る。 



※各ページに通し番号をふり、「新たな教育旅行プログラム造成事業業

務委託企画提案書」と記載した表紙を付けること。 

② 見積書（任意様式） ６部 

※見積書は見積額（消費税及び地方消費税額を含む。）及びその明細に

ついて記載する。見積書の宛名は「一般社団法人佐賀県観光連盟」

とすること。 

企画提案書の内容： 

① 提案のコンセプト（基本的な考え方） 

② 提案プログラム 

ア 選定根拠 

イ 概要 

ウ 設定地区、場所 

エ 造成手法など 

③ 業務実施スケジュール（進め方、手順等） 

④ 業務実施体制（責任者のプロフィール及び活動実績等、要員など） 

※各業務における実施体制が異なる場合は業務毎に記入すること。 

⑤ 業務実績（過去又は現在、教育旅行向けプログラムを計画及び実施したこ

とがある場合の参考事例等） 

企画提案書作成時の留意点： 

① 一般社団法人佐賀県観光連盟（以下「連盟」という。）が発行している「佐

賀県修学旅行ガイドブック」に掲載されている既存施設が提供しているプロ

グラム以外のものを造成すること。但し、掲載されているコンテンツを相当

程度磨き上げたプログラムであると連盟が認めたものであればその限りでは

ない。 

② 新学習指導要領に適応した、主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラ

ーニング）の視点でプログラムを造成すること。 

③ 目的や効果がわかりやすく、学校及び旅行会社等が取り組みやすい内容で

あること。 

④ 佐賀県ならではの要素を盛り込んだ、独自性のある新しいプログラムであ

ること。 

⑤ 地域の事業者又は団体等と連携し、持続可能な受入体制を構築するもので

あること。 

⑥ 受入人数、料金、所要時間、問い合わせ先等、受付体制を明確にすること。 

⑦ 造成されたプログラムは、受注者以外でも取り扱いができるものとする。 

提出書類の取扱い：  

① 提出後の企画提案書の訂正、追加及び再提出は認めない。また、提出され



た企画提案書は返却しない。 

② 企画提案書の受理後、連盟が必要であると判断した場合は、補足資料の提

出を求めることがある。 

③ 提出された書類は、選定作業等、必要な範囲において複製することがある。 

④ 提出された企画提案書は、当該提案者に無断で、二次的に使用しない。 

   提出先：10の問合せ先と同じ 

（８）プロポーザル審査会の開催 

開催日及び場所：令和４年８月第２週を予定 

※企画提案書提出者に別途連絡する。 

１事業者あたりプレゼンテーションの時間は 30 分程度（説明 20 分、質疑応答 10

分程度）とし、参加人数は３名までとする。また、プレゼンテーション時にプロ

ジェクター及びスクリーンの使用を希望する場合は、事前に連絡をすること。た

だし、パソコン等については参加者自身で準備すること。 

（９）審査結果通知 

令和４年８月第３週頃を予定し、全ての参加者に通知する。 

なお、審査経緯については公表しない。 

また、審査内容及び結果についての異議、問合せは一切認めない。 

 

６ 業務の契約 

（１）契約候補者の特定 

審査において最優秀者として選定した者を、本業務に係る随意契約の契約候補者

として特定する。ただし、次のいずれかの事由により業務契約が締結できない場合

には、次点者を契約候補者として再特定する。 

・ 契約候補者が本業務の契約の締結を辞退したとき 

・ その他の理由により契約候補者と契約の締結が不可能となったとき 

（２）業務委託契約金額業務委託契約金額 

業務委託契約金額は、２の（４）の委託上限額を超えないものとする。 

（３）業務委託契約の内容及び実施条件 

本業務契約の内容については、企画提案書の内容を基に、業務の履行に必要な履

行条件などの協議と調整を行う。企画提案書は、あくまでも契約の相手方を選定す

るための資料であり、その内容は尊重するが、必ずしもその内容に限定されないも

のとする。協議が成立した場合には、当該業務に係る随意契約を締結する。 

なお、随意契約においては、改めて仕様書を作成し、見積書の提出を依頼する。 

（４）一括再委託の禁止及び一部再委託の承諾 

業務の全部若しくはその主たる部分を第三者に委任し、又は請け負わせてはなら

ない。また、主たる部分以外の業務などの一部を第三者に委任し、又は請け負わせ



る場合はあらかじめ発注者の承諾を得ることとし、この場合においては、佐賀県内

に本店を有する事業者への発注を考慮すること。 

７ 失格事由 

次の事由に該当する場合は、失格となる。 

（１）企画提案書が提出期限内に提出されなかった場合 

（２）企画提案書の内容に虚偽の記載があることが判明した場合 

 （３）企画提案書の提出後に参加者の資格要件に定める要件を満たさなくなった場合 

（４）他の参加者の協力者となった場合 

（５）公正な審査を妨害した場合又は妨害するおそれがあることが判明した場合を含め、

本プロポーザルについて不正行為を行った場合 

（６）その他、本実施要領に定める手続、方法等を遵守しない場合 

 

８ 留意事項 

（１）提出された資料は返却しない。 

（２）参加申込書の提出後に辞退する場合は、辞退理由等を記載した辞退届（任意様式

を提出することとする。 

（３）企画書の作成に要した費用その他参加に要した経費については、参加者の負担と

する。 

（４）企画に際して、第三者が所有する素材等を用いる場合は参加者が著作権処理等を

行うほか契約の相手方として採用されないこともある点に十分留意し、著作権関係

者とトラブルのないようにすること。 

（５）公正な審査を妨害するおそれのある、あらゆる行為を禁止する。 

（６）受託者と連盟は、必要に応じて適宜打合せを行うなど、綿密な連携を取りながら

事業を実施するものとする。 

（７）個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第

57 号）及び佐賀県個人情報保護条例（平成 13 年佐賀県条例第 37 号）に基づき、

適切に管理するものとする。 

 

９ 遵守事項 

受託者は、契約の履行に当たって、本業務の意図及び目的を十分理解した上で、最高

の技術を駆使するとともに、連盟職員の指示を遵守し、誠実に実施しなければならない。 

また、受託者は、受託事業の実施に当たり、関連する法律等を遵守しなければならな

い。 

 

 

 



10 問合せ先（各種書類の提出先） 

一般社団法人佐賀県観光連盟 担当：川野・田中 

〒840－0041 

佐賀県佐賀市城内一丁目１番 59号 佐賀県庁新館６階 

ＴＥＬ：0952－26－6754 

ＦＡＸ：0952－26－7528 

E-mail：nobukatsu-kawano@saga-kanko.jp 


